
様式2

都市再生整備計画　事後評価シート

加茂川内水対策計画地区

令和2年2月

岐阜県美濃加茂市



様式２－１　評価結果のまとめ

都道府県名 面積 959ha

交付期間 0.40

基幹事業

提案事業

基幹事業

提案事業

基幹事業

提案事業

当　初

変　更

単位 基準年度 目標年度 モニタリング 評価値

あり －

なし －

あり

なし ●

あり

なし ●

単位 基準年度 目標年度 モニタリング 評価値

 ４）定性的な効果
　　発現状況

－

－

－

●

－

－

－

 ５）実施過程の評価

実施内容 実施状況 今後の対応方針等

モニタリング

 ３）その他の数値指標
　　（当初設定した数値
　　目標以外の指標）
　　による
　　効果発現状況

都市再生整備計画に記載したが、実施できなかった

持続的なまちづくり
体制の構築

なし

都市再生整備計画に記載し、実施できた

－都市再生整備計画に記載はなかったが、実施した

都市再生整備計画に記載したが、実施できなかった

なし

都市再生整備計画に記載し、実施できた

－都市再生整備計画に記載はなかったが、実施した

都市再生整備計画に記載したが、実施できなかった

住民参加
プロセス

その他の
数値指標２

避難判断水位到達回数 回 0 H28 － 0

加茂川総合内水対策協議会を立ち上げ平成２４年２月から平成
２５年２月まで計５回の会議を行い、加茂川総合内水対策計画
を策定。その後もフォローアップ会議を開催した。

都市再生整備計画に記載し、実施できた
今後も防災機能の維持・管理や防災活動拠点としての位置づけを高めるため、
地域住民との意見交換を実施し、意見反映に努める。

都市再生整備計画に記載はなかったが、実施した

流域貯留浸透施設の整備や河川改修事業
により、加茂川の治水能力が向上した。ま
た、加茂川内水対策水位センサーが設置さ
れたことでより迅速な災害対応が可能とな
り、結果として「災害に強いまちづくり」が図
られたことが確認された。

令和3年3月

・公園内における避難施設となる体育館の建替え及び流域貯留浸透施設の整備により、災害時の避難場所、自主防災組織による防災活動等が可能となった。それに伴い、地域住民の防災に対する意識が向上し、住民の災害対応力が強化された。
・加茂川内水対策水位センサーが設置されたことで、迅速な避難指示が可能となったとともに、市のHPで雨量・水位及び危険度をリアルタイムで公開することで、住民自らによる適切な状況判断を可能とし、住民の災害時における避難行動の喚起につな
がった。

1年以内の
達成見込み

効果発現要因
（総合所見）

フォローアップ
予定時期

その他の
数値指標1

安心して暮らせるまちに関
する市民の満足度

点 2.89 H25 －

指　標
従前値 目標値 数　　値 目標

達成度

2.92

流域貯留浸透施設や避難所の整備事業を
行ったことで、地域の防災力向上や被災後
の対応強化等、安心して暮らせるまちに関
する市民満足度が増加し、「災害に強いまち
づくり」及び「誰もが地域で安全に安心して
生活ができるための環境整備」が図られた
事が確認された。

なし

△
災害警戒標識の設置や避難所の整備によ
り防災訓練の実施率は上昇したものの、目
標値には到達できなかった。

令和3年3月指標３ 防災訓練の実施率 ％ 65 H25 90

指標２ 自主防災組織の組織率 ％ 65 H25 90

H30 － 76

〇

排水性・透水性舗装道路や流域貯留浸透
施設が整備されたこと等により、雨水の流
出が抑制され、床上浸水の防止につながっ
た。

なし

目標
達成度

1年以内の
達成見込み

効果発現要因
（総合所見）

フォローアップ
予定時期

H30 － 82 △
災害警戒標識の設置等を行い、防災・減災
に対する意識は向上したものの、目標値に
は到達できなかった。

令和3年3月

 ２）都市再生整備計画
　　に記載した目標を
　　定量化する指標
　　の達成状況

指　標
従前値 目標値 数　　値

新たに追加し
た事業

道路：市道光徳田中線道路改良事業、公園：太田西公園整備事業

平常時は市民の地域社会形成を創出する場として活用し、地震や内水氾濫
等には避難施設となる体育館を都市公園内に整備する。既存体育館は美
濃加茂市地域防災計画に第２次避難施設に指定されているが、建築から５
０年以上経過しており、耐震機能もなく老朽化し、災害時には機能しない可
能性が大きいことから建替えを行うものである。

指標への影響はない。

－ － －

指標1 床上浸水戸数 戸 9 H25 0

交付期間
の変更

－ 交付期間の変更による事業、
指標、数値目標への影響

H30 － 0

当初計画
から

削除した
事業

道路：市道新池４３１号線道路改良事業

新池431号線は平成29年度以降に民間開発事業により工事用道路として利
用される計画があり、平成30年度までに施工を完了したとしても大型車両の
通行により、新設舗装を破損させてしまう可能性がある。そのため、地域と
避難所を結ぶ道路において災害時にも機能発揮できる路線である市道光徳
田中線へと施工箇所の振り替えを行った。

指標への影響はない。

－ － －

国費率

 １）事業の実施状況

当初計画に
位置づけ、

実施した事業

事業名

河川：貯留浸透施設

地域創造支援事業：加茂川内水対策水位センサー設置、地域創造支援事業：浸水対策工事費助成、事業活用調査：事業効果分析事業

事業名 削除/追加の理由 削除/追加による目標、指標、数値目標への影響

－
－

岐阜県 市町村名 美濃加茂市 地区名 加茂川内水対策計画地区

平成26年度　～　平成30年度 事後評価実施時期 令和元年度 交付対象事業費 733.0



様式２－２　地区の概要

単位:戸 9 H25 0 H30 0 H30

単位:％ 65 H25 90 H30 82 H30

単位:％ 65 H25 90 H30 76 H30

今後のまちづくり
の方策

（改善策を含む）

・地域コミュニティのさらなる醸成を図りながら、地域で支え合う共助の仕組みづくりに発展させていき、地域の防災力の強化と災害に強いまちづくりの活性化をめざす。
・地域にある防災設備の点検や管理を通じて、地域の防災意識を醸成するとともに、消防関係者や行政との連絡体制・組織を構築し、密接に連携をとる。
・市広報やホームページ等を利用して防災施設の周知を徹底するほか、多様なかたちで防災訓練や防災に関するイベントを行うことで、市民の防災意識を高め、災害時でもしっかりと防災機能が果たせるよう対策する。

大目標　加茂川流域における浸水被害の軽減に向けた安全・安心なまちづくり
　目標１　国、県、市、地域住民で策定した「加茂川総合内水対策計画」に沿って、災害に強いまちづくりを目指す。
　目標２　誰もが地域で安全に安心して生活ができるための環境整備をおこなう。

床上浸水戸数

自主防災組織の組織率

防災訓練の実施率

まちの課題の変化

・各小中学校の屋外運動場や総合運動場等における流域貯留施設の整備が進んだことにより、地域防災対策の充実が図られた。
・流域貯留浸透施設整備事業と併せ、内水排除のための排水機場ポンプの増強等を行うことにより、浸水世帯が減少され、地域防災力が増強された。
・太田西公園内に避難施設となる体育館を整備し、住民の活動の場となるとともに、地域による防災活動の機会の創出が図られ、地域防災拠点が増強された。
・組織の高齢化、防災技術の伝達・継承等の課題も残されている。

加茂川内水対策計画地区（岐阜県美濃加茂市）　都市再生整備計画事業の成果概要

まちづくりの目標 目標を定量化する指標 従前値 目標値 評価値

基幹事業

流域貯留浸透施設

基幹事業

太田西公園整備事業

基幹事業

市道光徳田中線

道路改良事業

提案事業

加茂川内水対策

水位センサー設置

提案事業

浸水対策工事費助成

関連事業

災害警戒標識設置


